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非開示理由等 所管局部課等

1 R1.10.22 R1.11.1
デジタル行先表示器　コントロールパネル注入用行先表示データ　単色
用、フルカラー用（全営業所分）

1018 1
交通局
自動車部
車両課

2 R1.9.11 R1.11.1 都営バス「運行表」（最新版）全営業所 4906 1
交通局
自動車部
計画課

3 R1.10.23 R1.11.6

・日暮里・舎人ライナー日暮里駅ほか照明器具更新工事
・三田線西巣鴨駅ほか１駅照明器具更新その他工事
・新宿線東大島駅照明器具更新その他工事
・浅草線戸越駅～泉岳寺駅ずい道照明器具更新工事
・大江戸線国立競技場駅外４駅照明器具更新その他工事

209 1
交通局
車両電気部
電力課

4 R1.10.26 R1.11.8

受託書（平成２８年８月２５日付け）
受託書（平成２９年９月１１日付け）
受諾書（平成３０年９月１０日付け）
受信メール（令和元年８月２７日付け）
平成２８年度実務研修Ⅱ「苦情/クレーム対応実践科」の実施について
（28交職研第263号）
平成２９年度実務研修Ⅱ「苦情/クレーム対応実践科」の実施について
（29交職研第275号）
平成３０年度実務研修Ⅱ「苦情/クレーム対応実践科」の実施について
（30交職研第294号）
令和元年度実務研修Ⅱ「苦情／クレーム対応実践科」の実施について
（31交職研第284号）

56 1 1 1 1 1

（第７条第２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるものであるため
（第７条第３号）
事業活動を行う上での内部管理に属する事項に関
する情報であって、公にすることにより、契約の
相手方の事業運営が損なわれると認められるため
（第７条第４号）
公にすることにより、偽造等による犯罪の予防に
支障を及ぼすおそれがあるため
（第７条第６号）
公にすることにより、本来の業務目的以外のメー
ルが大量又は無差別に送信されるなど、当該職員
の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある
ため

交通局
職員部
研修所

5 R1.11.1 R1.11.8
デジタル行先表示器　コントロールパネル注入用行先表示データ　単
色・フルカラー（港南・杉並・青梅）

112 1
交通局
自動車部
車両課

6 R1.11.1 R1.11.15

一般乗合旅客自動車運送事業に係る運行計画の変更について
（２９交自第７４０号、２９交自第５３３号、２９交自第５３７号、２
９交自第７１号）

216 1
交通局
自動車部
計画課

7 R1.11.6 R1.11.20

・保険会社に保険金支払いを求めた時に作成した「起案文書」
・平成30年11月2日に北区豊島七丁目で発生した通学路標識接触破損事
故の事故現場調査書がとじられているファイルの表紙、背表紙並びに当
該ファイルの１枚目（物件事故完了報告）
・物件事故解決に伴う確認書の作成について（31交自第855号）
・緊急時の対応マニュアル等

19 1 1 1 1 1 1

（第７条第２号）
個人に関する情報で他の情報と照合することによ
り特定の個人を識別することができるものである
ため
（第７条第３号）
請求書に記載されている振込先情報については、
一般に公にされていない内部管理情報であり、公
にすることにより、当該法人の競争上又は事業運
営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認
められるため。単価及び金額については、公にす
ることにより、当該法人における単価の価格設定
が推測され、当該法人の競争上又は事業運営上の
地位その他社会的な地位が損なわれると認められ
るため
（第７条第４号）
請求書及び施工写真に記載されている法人印影に
ついては、公にすることにより、偽造等による犯
罪の予防に支障を及ぼすおそれがあるため

交通局
自動車部
営業課

8 R1.11.19 R1.11.27

・三田線基地内分岐器交換工事
・都電荒川線滝野川一丁目～西ヶ原四丁目停留所間レール交換その他工
事
上記工事に関する特記仕様書

33 1
交通局
建設工務部
保線課

9 R1.11.19 R1.11.29
浅草線新橋駅ほか３駅ホーム床改修工事
上記工事に関する共通費算定書及び特記仕様書

21 1
交通局
建設工務部
建築課

10 R1.11.20 R1.11.29
大江戸線勝どき駅改良土木工事の工事変更（第１回）
上記工事に関するＣＳＭ工費施工内訳書

1 1
交通局
建設工務部
計画改良課

決定区分 （根拠規定）条例７条


